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1. 前回の有識者検討会の振り返り

2. 論点と仮説の共有及び議論
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有識者検討会（第8回）の目的

本会議の目的

• 「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」、「アジャイル開発採用
チェックリスト（案）」及び「アジャイル開発の採用可能な環境整備に向け
たロードマップ（案）」に対するインプットとして、アジャイル開発に
関する組織のナレッジ蓄積・活用に関して有識者の方からご意見をいただく
こと

• 今後、デジタル庁内で実施するアジャイル開発のパイロットプロジェクト
として、どのようなプロジェクトが適切かを検討するための参考情報を有識
者の方からご意見をいただくこと

有識者検討会（第8回）（以降、本会議）では、以下を目的としております。
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１．前回の有識者検討会の振り返り
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1-1. 前回の開催日とアジェンダ

前回、第７回有識者検討会（１月28日（水）開催）では、「会計監査・会計検査、最初のスプリント

開始前の準備事項」というテーマで議論していただきました。
回次 タイトル アジェンダ案日時

第1回
昨年度の振り返りと今年度のゴール
設定と有識者検討会の位置づけの確認

• 令和７年度 情報システム調達におけるアジャイル開発やオープンソース化等に係る調査等業務について
• 有識者検討会について
• 今後の論点の確認
• 今後のスケジュール

10/31（金）
15:00~16:00

第2回
官公庁特有の制約事項、ハイブリッド
開発のリスク対策、アジャイル開発
採用環境整備に向けたロードマップ

• 官公庁特有の制約（予算、品質保証、意思決定等）の洗い出し
• アジャイル開発とウォーターフォール開発のハイブリッド開発実践のリスクとその対策
• アジャイル開発の採用可能な環境整備に向けたロードマップ（案）の検討

11/7（金）
13:00~15:00

第3回
アジャイル開発に適した調達、
契約形態

• 調達におけるアジャイル開発の採用に向けた予算確保と見積り方法
• アジャイル開発に適合する契約
• 準委任契約（履行割合型）における検査（検収）

11/26（水）
15:00~17:00

第4回
アジャイル開発を実行するチームの
構築

• プロダクトオーナー選定条件と育成施策
• ベンダーに求められる能力・経験
• スクラムチームの安定化に向けた対策

12/8（月）
14:00~16:00

第5回 アジャイル開発チームの支援体制
• 官公庁でのアジャイル開発における品質保証の推奨パターン
• デジタル庁におけるアジャイルCoEの機能・役割・フェーズ別運用
• アジャイル開発におけるシステム監査

12/24（水）
15:00~17:00

第6回
大規模アジャイルにおけるポイント、
アジャイル開発実践の評価、
デジタル庁アジャイル開発体制

• 大規模アジャイル開発実践におけるポイント
• スクラムチームに対する評価
• デジタル庁におけるアジャイル開発体制

1/8（木）
10:00~12:00

第7回
会計監査・会計検査、
最初のスプリント開始前の準備事項

• アジャイル開発における会計監査・会計検査における留意事項
• 最初のスプリント開始前の準備事項

1/28（水）
15:00~17:00

第8回
パイロットプロジェクトとして
適切と考えられる要件、
組織のナレッジ蓄積・活用

• アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件
• アジャイル開発に関する組織のナレッジ蓄積・活用

2/13（金）
14:00~16:00

前
回
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2-2. 論点①：アジャイル開発における会計監査・会計検査における留意事項（1/2）

• 議論に当たり、会計監査及び会計検査を実施する職員がアジャイル開発の基本的な考え方や特性について一定程度の理解を有することを前提とする。
• アジャイル開発に関する経験が不足している場合等において、開発当初からアジャイル開発を適切に実践することは容易ではなく、進め方によって
は会計監査、及び会計検査の観点で指摘を受けるリスクがあると想定される。

• このような内容を踏まえ、今後発生しうるアジャイル開発の会計監査・会計検査対応に向けて、最低限これだけは事前に留意しておくべきだと考え
られる事項としてどのようなものが挙げられるかについて議論していただきたい。

論点

• 前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※1では、アジャイル開発に関する会計検査や会計監査に関する直接的な言及はないものの、米国の会計検
査院である、米国会計検査院（GAO）が作成したAgile Assessment Guideに関する記載がある。

• また、第５回有識者検討会の論点③「アジャイル開発におけるシステム監査」の中で、官公庁では会計検査院による会計検査が行われる場合がある
ということが、有識者から共有された。

• さらに、過去の会計検査院による調査研究※2では、アジャイル開発に関する会計検査の在り方について、以下のような指摘があった。
✓ 従来のウォーターフォール型と異なるアジャイル開発手法は、事前に詳細な仕様を確定させるのではなく、開発期間中に適宜ユーザーから

のフィードバックを受けて修正しながら完成させるものである。したがって、「実際のシステムが当初の仕様どおりに構築されているか」
という視点での検査は困難であり、システムがユーザーのニーズを満たしていることを検査するためには、仕様以外にも、ユーザーに示さ
れたテスト結果等の幅広い情報を活用して検査することが必要となる。

✓ アジャイル開発手法は、公共調達において、予算制度、会計法令の枠組みの中で、開発リスクの低減やコストダウンなどを目的として、従
前の調達の枠組みの中に取り入れられることが予想される。この場合は、アジャイル開発手法の導入により、情報システム全体のライフサ
イクルコストは低減できたかなどの視点も検査では重要になると考えられる。

• 他方、昭和22年度※3から令和6年度までの会計検査結果において、「アジャイル開発」に関する会計検査の事例は確認されていない。
しかしながら、今後デジタル庁をはじめとする他省庁においてアジャイル開発が適用される場合、会計検査の対象になる可能性がある。

• また、今後は会計検査に加え、各府省等で実施されている会計監査においても、アジャイル開発プロジェクトが対象となることが想定される。
• このため、アジャイル開発における会計監査・会計検査における留意事項について、「アジャイル開発採用チェックリスト（案）」及び「アジャイ

ル開発採用基準ガイドブック（案）」に記載することを目的とし、論点として設定した。

論点設定の
背景・理由

• 次頁に会計監査・会計検査実施に向けた基本方針と、会計検査における指摘事項（想定）、及び指摘事項に対する予防を記載。仮説

※1 「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す
※2 「欧州主要国等におけるIT化の進展に対応した会計検査の状況に関する調査研究」を指す
※3 会計検査院法（昭和22年法律第73号）が公布された年度

論点①では、アジャイル開発における会計監査・会計検査の観点であらかじめ留意しておくべき事項に

ついて議論していただきます。

前回検討会資料より再掲



論点①では主に「会計検査院による会計検査」「会計監査・会計検査における説明責任」に対する

ディスカッションがありました。

1-2. 前回の有識者検討会サマリ（1/2）
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第７回有識者検討会の論点①のサマリ 今後の対応（案）

会計監査・
会計検査に
おける
説明責任

• 現在実施しているプロジェクトは複数チームで開発を行っているが、チームごとにス
トーリーポイント等の基準が異なるため、経営層への進捗説明が困難になっている。
そのため、アンチパターンではあるが、敢えて複数チーム間でストーリーポイントの
基準を統一するといったことを実施した方が良かったと考えている。（佐野様）

• プロダクトオーナーの考慮漏れ等により、スプリントをまたぐ開発が発生した際の記
録が会計監査・会計検査においてムダであったと指摘されるリスクがあると考えたが、
プロダクトバックログの管理方法を工夫し、作業実績を追跡できるようにすることで、
妥当性について説明可能と考える。具体的には、プロダクトバックログ管理ツールに
おいて、とあるプロダクトバックログアイテムがスプリントをまたいだ際は、新たに
別プロダクトバックログアイテムとして作成する、バグ対応をプロダクトバックログ
アイテムとして作成する等が挙げられる。（杉井様）

• 会計監査・会計検査においてはユーザーのフィードバックをもとに追加で開発を行う
ことになった等、根拠を論理的に説明できれば、スプリントをまたぐ開発が発生し、
一見手戻りのように見える場合においても、問題視されないことが多い。（木村様、
狩野様）

• 一般的にチーム間でストーリーポイントの基準を
統一するのはスクラムにおいてはあまり推奨されな
い（既存の「アジャイル開発採用基準ガイドブック
（案）」（以降、ガイドブック）の記載と矛盾して
しまう内容となる）ことに加え、応用的な内容であ
ることからガイドブックには記載しない方針とする。

• ガイドブックに指摘事項に対する予防（案）として
作業実績を追跡することを目的としている以下2点を
記載する。

✓ とあるプロダクトバックログアイテムがスプ
リントをまたいだ際は、新たに別プロダクト
バックログアイテムとして作成する（引継ぎ
元のプロダクトバックログアイテムを追跡で
きるようにしておく）

✓ バグ対応をプロダクトバックログアイテムと
して作成する

• 会計検査院による検査では、予算が効率的に使われているかも確認している。そこで
ある種手戻りを許容するアジャイル開発においては、非効率的だと見なされるリスク
がある。（木村様）

• 東京都の事例では、ベンダーに対してプロダクトバックログの作成や更新等のアジャ
イル開発で生成される文書を全て形に残すように依頼していた。（杉井様）

• 日々の記録だけでなく、大きな方針転換時の意思決定プロセスを記録することが重要
である。（木村様）

会計検査院に
よる会計検査

• 左記のような会計検査におけるアジャイル開発に
関する懸念の払拭はデジタル庁における
アジャイル開発採用時の重要な論点である。
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2-3. 論点②：最初のスプリント開始前の準備事項（1/2）

• 今までのご経験を基に、スクラムチームとして最初のスプリント開始前において実施して効果が高かった準備事項はどういったものが
あるか、特に実践的な点を中心にコメントいただきたい。

• また、各準備事項を実施する際に気を付けるべきことは何かといった留意点等もご教示いただきたい。
論点

• 前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※1では、アジャイル開発を実践する前に、インセプションデッキ※2等のプラクティスを活用
し、チームの方向性や目的を事前に共有することの重要性が示されている。

• また、環境や利用者ニーズの変化に柔軟に対応していくためには、ウォーターフォール開発以上に、発注元（デジタル庁）と委託先
（ベンダー※3）がOne Teamとして協働しながら開発を進めることが求められる。

• こうした協働関係を実現するためには、スプリント開始前の段階で、チーム内の共通理解を形成しておくことが重要であることから、
「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」において、スプリント開始前に実施することが望ましい準備事項を示す必要があると
考え、論点として設定した。

論点設定の
背景・理由

• 次頁に最初のスプリント開始前の準備事項として代表的なものを記載。仮説

※1 「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す
※2 「インセプションデッキ」とは、プロジェクトの全体像（目的、背景、優先順位、方向性等）を端的に伝えるためのドキュメントのこと
※3 デジタル庁内で開発の内製化を図る場合は、発注元と委託先という関係性は存在しなくなる点に留意

論点②では、最初のスプリント開始前の準備事項について議論していただきます。

前回検討会資料より再掲



論点②では主に「最初のスプリント開始前の準備事項」「ガイドブックにおける表現方法」に対する

ディスカッションがありました。

1-2. 前回の有識者検討会サマリ（2/2）
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第７回有識者検討会の論点②のサマリ 今後の対応（案）

• 最初のスプリント開始に向けた準備事項として、
以下を追加する。

✓ デザイン（トーン＆マナーやUIコンポーネン
ト等）を検討すること

✓ ステージング環境等で技術検証やアーキテク
チャに関する検証を行うこと

✓ トレードオフ・スライダー

• 画面のデザインが必要なプロダクトの場合、デザインが未決定だと開発に着手できな
いため、デザイン決定するタイミングを考慮する必要がある。（杉井様）

• シニアアーキテクトやエンジニア等がシステムアーキテクチャ策定等、技術的な側面
でかかわることもある。（杉井様）

• 開発開始前にステージング環境でシステムが動くかを一通り試すといった技術検証を
行うことで、後続の開発における手戻りのリスクを下げることができると考える。
（佐野様）

• インセプションデッキにおける「トレードオフ・スライダー」は重要だと考える。
特に品質の定義は人によって解釈が分かれやすく、「何の品質か」をチームで
明確にしておくことで、後続の開発における混乱を防ぐことが可能。（佐野様）

最初の
スプリント
開始前の
準備事項

ガイドブックに
おける表現方法

• ハイブリッド開発かアジャイル開発かで最初のスプリント開始に向けた準備期間は大
きく変わるため、2週間という期間で固定するのは避けることが望ましい。（岡島様）

• 最初のスプリント開始前の準備事項は、必ずしも2週間で終わるわけではないので、
その期間設定が独り歩きしないようにする必要がある。（狩野様）

• 従来のウォーターフォール開発と比較した際にアジャイル開発ではどういった準備が
必要かといったウォーターフォール開発とアジャイル開発の差分を示すことがガイド
ブックの読者の理解を助けるのではないか。（岡島様）

• スプリント開始前に目指すべき状態や想定されるリスク等を明記した上で、それに
必要な準備項目という形で示すのが良いのではないか。（杉井様、岡島様）

• デジタル庁職員の目線に立った際は、「必須」「推奨」といった形で準備事項に濃淡
をつけた方が使いやすいのではないか。（木村様）

• 「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」
（以降、ガイドブック）において、プロジェクト
内容やチーム等によって準備期間を設定する旨を
記載する。

• プロジェクト内容やチーム等により、実施すべき
準備事項の判断基準は異なるため、ガイドブックで
は必須・推奨に区分は設けない。一方で、準備事項
を検討・選定する際の参考とするため、カテゴリご
とに以下の項目を設け、一覧表として整理する。

✓ 目指すべき状態

✓ 想定されるリスク

✓ 解決策としての準備事項
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２．論点と仮説の共有及び議論
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2-1. 本会議のアジェンダ

本会議は「パイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件、組織のナレッジ蓄積・活用」という

テーマで議論していただきます。

今
回

回次 タイトル アジェンダ案日時

第1回
昨年度の振り返りと今年度のゴール
設定と有識者検討会の位置づけの確認

• 令和７年度 情報システム調達におけるアジャイル開発やオープンソース化等に係る調査等業務について
• 有識者検討会について
• 今後の論点の確認
• 今後のスケジュール

10/31（金）
15:00~16:00

第2回
官公庁特有の制約事項、ハイブリッド
開発のリスク対策、アジャイル開発
採用環境整備に向けたロードマップ

• 官公庁特有の制約（予算、品質保証、意思決定等）の洗い出し
• アジャイル開発とウォーターフォール開発のハイブリッド開発実践のリスクとその対策
• アジャイル開発の採用可能な環境整備に向けたロードマップ（案）の検討

11/7（金）
13:00~15:00

第3回
アジャイル開発に適した調達、
契約形態

• 調達におけるアジャイル開発の採用に向けた予算確保と見積り方法
• アジャイル開発に適合する契約
• 準委任契約（履行割合型）における検査（検収）

11/26（水）
15:00~17:00

第4回
アジャイル開発を実行するチームの
構築

• プロダクトオーナー選定条件と育成施策
• ベンダーに求められる能力・経験
• スクラムチームの安定化に向けた対策

12/8（月）
14:00~16:00

第5回 アジャイル開発チームの支援体制
• 官公庁でのアジャイル開発における品質保証の推奨パターン
• デジタル庁におけるアジャイルCoEの機能・役割・フェーズ別運用
• アジャイル開発におけるシステム監査

12/24（水）
15:00~17:00

第6回
大規模アジャイルにおけるポイント、
アジャイル開発実践の評価、
デジタル庁アジャイル開発体制

• 大規模アジャイル開発実践におけるポイント
• スクラムチームに対する評価
• デジタル庁におけるアジャイル開発体制

1/8（木）
10:00~12:00

第7回
会計監査・会計検査、
最初のスプリント開始前の準備事項

• アジャイル開発における会計監査・会計検査における留意事項
• 最初のスプリント開始前の準備事項

1/28（水）
15:00~17:00

第8回
パイロットプロジェクトとして
適切と考えられる要件、
組織のナレッジ蓄積・活用

• アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件
• アジャイル開発に関する組織のナレッジ蓄積・活用

2/13（金）
14:00~16:00
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2-2. 論点①：アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件（1/3）

• 実際にアジャイル開発のパイロットプロジェクトを実施するに当たり、どのようなプロジェクトが適切かを判断していく必要がある。
• そのため、アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件について議論していただきたい。
• 併せて、これまでのご経験を踏まえ、アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切ではないものといった観点についても、ご意見があれば

ご教示いただきたい。
• また、パイロットプロジェクトが、プロジェクト担当者が「自ら関わってみたい」「挑戦してみたい」と感じられる取組となるために、
どのような工夫※3が有効だと考えられるか、またどのような支援体制が有効か、最低限求められる支援策としてどのようなものが考えられるかに
ついても、ご意見をお聞かせください。

論点

• 前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※1では、アジャイル開発採用の重要成功要因の1つとして「小さい成果の積み重ねと理解浸透」が挙げら
れており、パイロットプロジェクトを推奨するような記載があった。

• また、第2回有識者検討会の論点③において、有識者の方から、まずはアジャイル開発のパイロットプロジェクトを実施し、進め方の見本を示すこ
とが重要であるとの意見が示された。

• さらに「アジャイル開発の採用可能な環境整備に向けたロードマップ（案）」においても、令和８年度にパイロットプロジェクトを1つ以上立ち上
げる方針を示す予定である。同ロードマップでは、パイロットプロジェクトを通じてアジャイル開発の成功事例を創出し、その過程で得られたア
ジャイル開発に関するノウハウをデジタル庁内に蓄積・活用することで、デジタル庁内のみならず他省庁においてもアジャイル開発をシステム開発
の調達・実践時の1つの選択肢として採用可能な環境を整備することを目指すこととしている。

• 以上を踏まえ、デジタル庁内で実施するパイロットプロジェクトとして、どのようなプロジェクトが適切かを検討するための参考情報とすることを
目的とし、論点として設定した。※2

論点設定の
背景・理由

• P.13にパイロットプロジェクトに関する前提事項を記載、P.14アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件を記載。
※あくまでも仮説であり、この内容に閉じず広く議論いただきたい。

仮説

※1 「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す
※2 本論点は本年度の成果物である、「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」、「アジャイル開発採用チェックリスト（案）」、「アジャイル開発の採用可能な環境整備に向けたロードマップ（案）」及び
「デジタル庁内向け アジャイル開発採用に向けた手引き（案）」に反映するのではなく、次年度以降の参考情報としてデジタル庁内で蓄積するものである
※3 例えば、東京都におけるアジャイル開発事業においては「アジャイル型開発案件募集チラシ」を作成する等、アジャイル開発に興味・関心を持ってもらうための工夫を凝らした営業活動を行っていた

論点①では、アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件について議論してい

ただきます。



13

2-2. 論点①：アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件（2/3）

パイロットプロジェクトにおける実施目的や実施期間や回数、対象プロジェクトといった前提事項を

踏まえ、議論していただきます。

※ 対象となるプロジェクトというのは、パイロットプロジェクト選定時の初期段階の候補になり得るという話であり、
次頁に記載のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件を以って選定されていくという点に留意

• デジタル庁のアジャイル開発採用支援に向けた環境整備の土台作りを行うに当たり、パイロットプロジェクトを
通じて、デジタル庁職員の実践知（デジタル庁特有の制約事項の打開策等）を獲得し、本業務における成果物
（「アジャイル開発採用基準ガイドブック(案)」等）の実効性を検証するため

実施目的

• 令和8年度に1回以上実施することを想定
実施期間・

回数

• アジャイル開発採用可否が未確定の調達前のプロジェクト

• 既にアジャイル開発を採用することが決まっている調達中のプロジェクト

• 大きなプロジェクト内のサブプロジェクト（サブプロジェクトが1つの調達に閉じている場合が望ましい）

対象となる
プロジェクト※
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2-2. 論点① ：アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件（3/3）

• 以下にアジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件を記載。パイロットプロジェクトの選定方針として、まず以下の
「必須」を満たすものを抽出し、その中から「推奨」を満たす数が多いプロジェクトを選定することを想定。

仮説

論点①に対する仮説は以下のとおりです。

※1 論点②における成果とは、対象プロジェクトの政策目的・目標への達成度と想定。例えば、マイナンバーカード施策における「人口に対する保有枚数率の増加」等が挙げられる
※2 スクラムマスターと開発者のスキルも同様に重要であるため、調達先のベンダー選定の際は、アジャイル開発に必要なスキルを有しているベンダーを選定することが必要
※3 スクラムチームにおいて、アジャイル開発を進める上で最低限必要となるスキルが十分でない場合は、アジャイル開発の経験がある外部人材等の支援を受けられる体制を構築し、
スクラムチームとしてアジャイル開発を実行できる状態が確保すること
※4 スクラムイベントに要する時間を基準として稼働割合を「スクラムガイド」に記載の内容を基に試算すると、少なくとも20％以上の稼働が必要となる想定
他方、プロダクトオーナー（PO）はスクラムイベント以外でも時間を使うことが多いため、20%を確保すればPOとして機能する訳ではなく、POの稼働割合が低いことは望ましくない

# カテゴリ 要件 要件の説明 アジャイル開発パイロットプロジェクトとして適切な理由 区分

1 成果※1 成果※1が明確である
• 改善内容や効果を利用者の声といった定性的な指標や、

作業時間短縮等の定量的な指標等を用いて説明できること
• 成果※1を分かりやすく示せるプロジェクトほど、検証結果を
スクラムチーム外に説明しやすい

必須

2 成果※1 プロジェクトの
再現性がある

• 今後、デジタル庁内で同種の業務・課題を対象としたプロジェクトが
想定され、今回の進め方や得られた知見を他プロジェクトに適用でき
ること

• 「このような案件であればアジャイル開発が成立する」と
いう具体的なイメージや判断材料を提供できること

• パイロットプロジェクトの成果※1を、次に続くプロジェクトの
具体的なモデルケースとなり、類似案件への展開やアジャイル
開発採用に向けた庁内の理解促進につなげることができる

推奨

3 開発対象
早期リリースが
実施できる

• 半年以内で少なくとも1回以上のリリースを予定していること
✓ その実現にあたっては、プロダクトの影響範囲や利用者数、既存

システムとの依存関係などが重要となる
（例：利用者数が少ない庁内向けのWebアプリ 等）

• 限られた期間で実施・評価を行うアジャイル開発パイロット
プロジェクトにおいて、開発から振り返りまでを一通り経験し、
実践的な知見を得やすい

必須

4 開発対象 新規案件である • 既存の仕様や過去の設計・運用ルールに強く縛られていないこと
• 従来の進め方に引きずられず、アジャイル開発の進め方をパイ

ロットプロジェクトとして試行しやすい
推奨

５
スクラム
チーム

チーム外との
調整負荷が少ない

• 単一のスクラムチームで設計・開発・レビューまで完結でき、スクラ
ムチームのメンバーが他組織・他システムとの調整に過度な工数を
割かずに進められること

• パイロットプロジェクトでは、アジャイル開発自体の実践・検証
に集中する必要があるため、スクラムチーム内で進行を完結でき
る体制が適している

必須

６
スクラム
チーム

プロダクトオーナーが
アジャイル開発に必要
なスキルを有している
※2

• 以下3つのスキルを有していること※3

✓ プロダクトの中長期の目標を設定し、チームを牽引するリーダー
シップがある

✓ 多数の関係者と協調、建設的な交渉を行うためのコミュニケーショ
ン能力がある

✓ 価値を基準とした優先順位付け、意思決定ができる判断力がある

• パイロットプロジェクトでは、アジャイル開発自体の有効性を
検証することが重要であるため、プロダクトオーナーとしてア
ジャイル開発を実行できる最低限のスキルを確保することで、
スキル不足による失敗を避ける効果がある

必須

７
スクラム
チーム

メンバーの入れ替えが
なく、定常的に
稼働が確保できる

• パイロットプロジェクト期間中、主要メンバーの異動が発生しない
見込みであること

• 業務調整等により、プロダクトオーナーが一定の稼働率※3を確保し、
優先順位付けや意思決定を定常的に実施できる状態であること

• パイロットプロジェクトでは、成果※1を明確に示す必要がある
ため、スクラムチームのメンバーの固定化に加え、プロダクト
オーナーが十分な稼働率を確保することで、意思決定の遅延を防
ぎ、検討経緯や判断の背景を踏まえた開発が行いやすくなる

推奨
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参考. アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件の運用イメージ

論点②の議論結果を踏まえて整理予定のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件について、

デジタル庁における運用イメージを以下に参考として示します。

デジタル庁内
調整役

(調達改革担当等)

デジタル庁内
PJ担当

アジャイル
開発専門家
（外部人材）

① 調整役がアジャイル開発に関するパイロット
プロジェクトを募集する旨をPJ担当に周知

② PJ担当がアジャイル開発を実施したい旨を
調整役に共有 ③ 論点②の議論結果を踏まえて

整理予定のパイロットプロジェク
トとして適切と考えられる要件を

踏まえ、デジタル庁内外の
アジャイル開発の専門家からの
意見を貰いながら、パイロット
プロジェクトの実施可否を決定

パイロット
プロジェクトとして
適切と考えられる要件

必要に応じて連携

パイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件の運用イメージ

実施可能となった場合、
アジャイル開発のパイロットプロジェ
クトを実施し、そこで得た知見や
ノウハウをナレッジとして蓄積して
いき、その後に実施するアジャイル
開発へ活用する

パイロットプロジェクト選定後の対応
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2-3. 論点②：アジャイル開発に関する組織のナレッジ蓄積・活用（1/2）

• アジャイル開発プロジェクト実施によって得た知識・知見をデジタル庁内でナレッジとして蓄積・活用するための効果的な取組として
どういったものが挙げられるか。仮説に記載されているものに閉じず、幅広く議論いただきたい。

✓ 組織におけるナレッジ蓄積・活用のご経験があれば、そういった点を交えてご説明いただきたい。
✓ まずはデジタル庁内での取組という前提で議論いただきたい。（他省庁への展開は一旦考慮しない。）

• また、パイロットプロジェクト特有のナレッジ蓄積のポイントや施策等があれば、それについてもご意見をいただきたい。

論点

• 前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※では、アジャイル開発に関するケイパビリティ向上の取組の1つとして「取組成功事例の
発信」が記載されている。

• また、今後デジタル庁内でアジャイル開発プロジェクトを実施していく中で、プロジェクトの成否に関わらず、現場の職員にはアジャ
イル開発に関する知識や知見が蓄積されていくことが想定される。

• 他方、デジタル庁をはじめとする官公庁では定期的に人事異動が発生するため、知識や知見が属人化したままでは、アジャイル開発に
関するナレッジが組織内に蓄積していかない。

• したがって、個々の経験を組織のナレッジとして蓄積・活用するための仕組みを構築する必要がある。
• このような仕組みを整備することで、デジタル庁内でのアジャイル開発プロジェクトに役立つだけではなく、他省庁においてアジャイ
ル開発を実施する際にも有用だと考えられる。

• 以上を踏まえ、「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」において、アジャイル開発に関するナレッジ蓄積・活用の取組を一覧
として記載したく、論点として設定した。

論点設定の
背景・理由

• 次頁にアジャイル開発に関する組織のナレッジ蓄積・活用の取組例を記載。仮説

※ 「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す

論点②では、アジャイル開発に関する組織のナレッジ蓄積・活用について議論していただきます。



※1 「企業の知識ベース理論の構想」に掲載されている図を参考に作成
※2 「東京都アジャイル型開発に係るプレイブック」を参考に記載。詳細について次頁にて説明
※3 「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」、「アジャイル開発採用チェックリスト（案）」、「デジタル庁内向け アジャイル開発採用に向けた手引き（案）」を指す
※4 Wiki型の情報共有ツール等を使用し、デジタル庁職員が自由に作成・編集・共有できるような社内専用Webサイトを想定
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2-3. 論点②：アジャイル開発に関する組織のナレッジ蓄積・活用（2/2）

• アジャイル開発プロジェクト実施によって得た知識・知見をデジタル庁内でナレッジとして蓄積・活用するための効果的な取組について、
SECI（セキ）モデルというナレッジマネジメントのフレームワークに沿って記載。

• なお、ナレッジマネジメントの実施主体としてはアジャイルCoEを想定。

仮説

暗黙知

SECI（セキ）モデル※1

共同化
(Socialization)

個人の暗黙知と個人の
暗黙知を共有し、

グループの暗黙知を創造

表出化
(Externalization)

暗黙知から形式知を創造

連結化
(Combination)

形式知を組み合わせて
体系的な形式知を創造

内面化
(Internalization)

形式知から暗黙知を創造

暗黙知

形式知

形式知

共同化
(Socialization)

• アジャイル開発実践コミュニティの設置
• アジャイル開発の新任者とベテランのペアでの

既存チームのスクラムイベントへの参加

表出化
(Externalization)

• デジタル庁内のアジャイル開発の事例集の作成※2

• アジャイル実践コミュニティで出てきた
アジャイル開発実践のコツ等の文書化

連結化
(Combination)

• アジャイル実践結果を踏まえた、成果物※3の更新
• アジャイル実践結果を踏まえた、契約書や調達

仕様書のひな形作成
• 社内Wiki ※4 （FAQ等）の作成

内面化
(Internalization)

• デジタル庁職員向け アジャイル研修
• アジャイルCoE等の伴走支援・コーチング

プロセス ナレッジ蓄積・活用の取組

1 2

4 3

1

論点②に対する仮説は以下のとおりです。

4

3

2
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参考. 官公庁における組織のナレッジ蓄積・活用事例

論点②の参考情報として、東京都と英国における組織のナレッジ蓄積・活用の事例を紹介します。

事例①：東京都アジャイル型開発に係るプレイブック※1

• 東京都では、アジャイル開発の実案件を通じて得られた知見を
「東京都アジャイル型開発に係るプレイブック」として整理している

• 個別プロジェクトで得られた気づきや学びに加え、今後アジャイル開
発を実践する方に向けたメッセージも記載されている

説明

事例②：GOV.UK Service Manual※2

• Government Digital Service（GDS）では、政府のデジタル
サービス開発で得られた知見を「GOV.UK Service Manual」
として整理している

• このマニュアルには、行政サービス開発の実践を踏まえ、ユーザー調
査やサービス設計、アジャイルな進め方などについて原則や
考え方、具体的な進め方の観点が記載されている

• また、各分野におけるコミュニティが存在し、それを通じて知見の共
有や改善が継続的に行われている

プロジェクト目的や
現状の課題を記載

プロダクトオーナー
としての気づき・

学びやメッセージを記載

※1 「東京都アジャイル型開発に係るプレイブック」を参考に記載
※2 「GOV.UK Service Manual」を参考に記載

アジャイル開発だけでなく、
デザインやユーザーリサーチ等の分野ごとに

おける原則や考え方、進め方等を記載

各分野ごとにコミュニティが存在
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# 参考文献名 著者名・サイト名 発行日※ URL

1 諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びア
ジャイル開発に関する調査研究

デジタル庁 2025年3月31日 -

２ 企業の知識ベース理論の構想 野中郁次郎 2002年9月20日 https://www.jstage.jst.go.jp/ar
ticle/soshikikagaku/36/1/36_20
220730-46/_pdf

3 東京都アジャイル型開発に係るプレイブック 東京都デジタルサービス局 2023年3月 https://digi-
acad.metro.tokyo.lg.jp/contents
/pdf/001-
00015/ajileplaybook_honshi.pdf

４ 行政におけるアジャイル開発の実践に向けた調査研究
＜プロジェクト実践編＞
－準委任契約に基づくアジャイル開発の本格導入に向
けて－
報告書

一般社団法人 行政情報システム研究所 2024年3月31日 https://www.iais.or.jp/wp-
content/uploads/2024/04/c7c9
e4d3cf1e52bd7eaba6a55d69bd
1c.pdf

５ スクラムガイド
スクラム公式ガイド：ゲームのルール

Ken Schwaber & Jeff Sutherland 2020年11月 https://scrumguides.org/docs/s
crumguide/v2020/2020-Scrum-
Guide-Japanese.pdf

6 GOV.UK Service Manual GOV.UK 不明 https://www.gov.uk/service-
manual

※ 発行日が不明なものは発行年月のみの記載としている
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